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図１ 太陽地球系結合過程の概要図

提 案 概 要

計画概要

太陽地球系結合過程の研究目的は、太陽エネルギーとプラズマが地球に流入する過程、

ならびに、太陽活動の短期・長期変動に対する地球周辺環境（大気圏、電離圏、磁気圏）

の応答過程を解明することである。

人類の生存環境を形成する地球大気は太陽エネルギーで維持されている。大気の放射、

組成、運動が相互作用し、自然界の絶妙なバランスのもとで形成された環境のもとで、

人類が生息してきた。また地球周辺の宇宙にある衛星システムは、現代社会を維持する

必須のインフラとなっており、人類の生存環境は宇宙まで広がりつつある。太陽エネル

ギーを起源とする地球環境の生成・維持および長期・短期の変動機構の解明は、人類共

通の根源的な興味である。太陽地球系結合過程の研究はこれらを解明することを主題と

する。さらに、太陽地球系の領域間結合過程を知り、統一システムとして定量的な理解

を深めることを目指す。将来発展としては、太陽地球結合系の end-to-end モデルを構

築し、宇宙地球環境の短期・長期変動予測や宇宙インフラの安全・安心に資する発展性

を有している。

太陽から地球に与えられるエネルギーと物質は、太陽光ならびにプラズマ粒子の流れ

である太陽風に大別される。

太陽光は赤道で最大となり、

太陽放射により加熱された

地表面が熱源となって大気

擾乱を起こし、その擾乱が波

となって伝わることでエネ

ルギーが上方向に伝わる。一

方、太陽風に起因する電磁エ

ネルギーは、地球磁場の磁力

線を通じて北極と南極に集

中する。極域でも擾乱が起こ

り、太陽エネルギーの一部は、

下向きおよび低緯度方向に

伝わる。（図１）

地球に太陽エネルギーが

流入する、これら２つの特異

点に大型大気レーダーを設
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置して拠点観測することを提案する。赤道域でも、大気変動が最も強くなるインドネシ

ア・西スマトラ州の Koto Tabang に、京都大学・生存圏研究所（以下、生存研）が中

心となって赤道 MU レーダー（EMU: Equatorial MU Radar）を設置する。また、国立極

地研究所（以下、極地研）と名古屋大学・太陽地球環境研究所（以下、STE 研）が連携

し、北欧諸国および中国との国際協力のもとでスカンジナビア北部に EISCAT_3D レーダ

ー（European Incoherent Scatter Radar_3 Dimensional Radar）を建設する。国内で

京大・生存研が運用している MU レーダー（Middle and Upper Atmosphere Radar）およ

び赤道大気レーダー（EAR: Equatorial Atmosphere Radar）、南極の昭和基地に東京大

学と極地研が共同で建設した PANSY レーダー（Program of the Antarctic Syowa MST/IS

Radar ）をはじめ、欧米、インド、中国等における海外の大型レーダーネットワークと

国際協力する。さらに STE 研、九州大学・国際宇宙天気科学・教育センター（以下、ICSWSE）

を中心に、赤道から極域までをつなぐ広域観測ネットワークを構築して、エネルギーと

物質のグローバルな流れを解明する。

計画内容

1. 赤道ファウンテン：赤道を中心とする地球大気の上下結合

赤道では、積雲対流と呼ばれる大気擾乱が活発である。これにより作られる波が

さらに上空に伝わることで、エネルギーが地表付近から高い高度にある電離圏まで

運ばれる。また、赤道には、中低緯度域から様々な大気微量成分を含む大気が輸送

され、赤道に集中する大気物質が上空に吹き上げられ、対流圏界面を通過して、地

球全体に輸送される。このように、赤道域の全ての高度層で現れる、エネルギーと

物質の流れを「赤道ファウンテン」として捉え、その変動を赤道 MU レーダーを中

核にした複合観測システムで明らかにする。

我々は既にインドネシアの西スマトラにおいて 2001 年以来、赤道大気レーダー

（EAR）を国際共同で連続運用してきた。今回、既設のレーダーに比べ 10 倍以上の

感度を持つ新型レーダーの建設を提案している。

2. 極域の磁気圏・電離圏・大気圏へのエネルギー流入と応答過程

太陽風に起因するエネルギーが流入することで起こる、極域特有の現象を高性能

レーダーで解明する。地球磁場に沿って侵入するプラズマ粒子によるオーロラがそ

の代表的現象である。太陽風のエネルギーは姿を変えて、下層の大気や低緯度方向

に輸送される。逆に、極域は、地球大気の一部の成分が宇宙空間に流出する窓にも

なっている。

これらの速い時間変動について、空間構造、つまり 3-Dimensional な変動をも

精密に観測できる新型レーダーを国際共同で北欧に建設する。この計画は、日本が

1996 年より参加している、欧州非干渉散乱レーダー（略称、EISCAT）の委員会で

十分検討されており、既に各国が予算要求を進めている。
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3. 全球広域観測ネットワークによるグローバル結合過程

我々は、最先端の大型大気レーダーであるＭＵレーダーを世界に先駆けて国内で

開発しており、さらに、海外拠点にも設置してきた。この技術を使ったレーダーが

インドや北欧など海外でも建設されている。これらの実績をもとに、さらに進化し

た最新式レーダーを赤道と北極域に建設し、国際的なレーダーの協力体制を発展さ

せる。

また、これらのレーダーと同じ経度に位置し、観測空白域でもあるアジア・アフ

リカの子午面を中心に、大気光分光装置や GNSS 受信器、コヒーレント散乱レーダ

ーなどの小型機器を多点に設置して、赤道から極域を南北につなぐ地上観測ネット

ワークを整備し、グローバルなエネルギーと物質の流れを明らかにする。

国際動向と国内実施体制

太陽地球結合系過程の研究は、ICSU 傘下の SCOSTEP（Scientific Committee on

Solar-Terrestrial Physics、太陽地球系物理学・科学委員会）において国際的な検

討が行われ、それを受けて、学術会議で国内対応が議論されてきた。1957-58 年の国

際地球観測年(IGY)以来、5～10 年にわたる国際共同研究プロジェクトが行われてお

り、2004-2013 年には、「太陽地球系の気候と天気：CAWSES（Climate and Weather of

the Sun-Earth System）」が実施された。現在、2014－2018 年に「太陽活動変動とそ

の地球への影響：VarSITI（Variability of the Sun and Its Terrestrial Impact）」

が進行中である。日本は太陽地球系科学の国際共同研究プロジェクトを牽引してきて

おり、国内でも協力体制ができている。

これらのプロジェクトを推進するうえで重要な観測装置について、日本は特に大型

大気レーダーにより貢献してきた。国内のＭＵレーダーを皮切りに、赤道や極域にレ

ーダーを設置している。このように、革新技術を駆使した大気レーダーの源流を作っ

ており、今後もその国際的優位性を維持する。さらに、大型装置を国際共同利用に提

供する仕組みができている。

同時に、地球磁場や大気光の地上観測を広域に展開してきており、また、大量のデ

ータを共有するシステムも構築している。2009-2014 年には、文部科学省から特別経

費・プロジェクトの経費措置をうけて、「超高層大気長期変動の全球地上ネットワー

ク観測・研究、IUGONET (Inter-university Upper atmosphere Global Observation

NETwork)」を、極地研、東北大学、STE 研、生存研と京大・理、および ICSWSE の大

学間連携プロジェクトとして実施している。これにより、大量の観測データを相互利

用するコンソーシアムが構築された。これらの観測データは World Data System で

活用され、また、Big Data の実例にもなると考えられる。
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関連分野への波及効果と国際貢献

太陽地球系結合過程を理解することは、太陽系内の他惑星や系外惑星の大気環境を

解明する研究に発展すると期待される。また、新型レーダーの開発は、電波応用科学

や情報通信工学に直結する。この研究成果は、極端気象や宇宙天気の予報精度改善に

貢献し、減災や衛星の安全運用に寄与する。

海外フィールド実習や国際スクールを通じて、国内外の人材育成に役立ち、また、

科学技術を通じて我が国の外交上の利益に貢献できる。

提案に至る経緯と準備状況

本提案は、既に「マスタープラン 2011」に選定された計画に立脚しており、その

後のコミュニティにおける意見交換をもとに、改善を進めた（付録（５））。その結果、

幅広い国内、国際コミュニティと連携することができた。地球惑星科学に限らず、宇

宙物理、環境科学、電子工学などの広い分野からも本研究提案に対して支援を得てい

る。また、国際的には、インドネシア政府の全面的な支援を得ており、欧州各国およ

び中国を含め議論が成されている。したがって、本計画を実施に移す準備は十分に整

っている。
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提 案 内 容

1. 学術的な意義及び研究計画

地球には太陽を源とするエネルギー・物質流入があり、地球大気の基本状態は入力に

対するバランスで決められている。しかし太陽活動には長期・短期の変動がある上に、

自然界に内在する擾乱および人為起源の変動があり、それらへの応答は複雑で未解明で

ある。本計画ではこれまで個別に行われてきた領域研究を融合し、太陽地球結合系にお

けるエネルギー再配分と物質輸送の定量的な解明を目指す。特に現象が顕在化する赤道

域と極域の研究に重点を置く。

（１）赤道ファウンテン：赤道を中心とする地球大気の上下結合（図２）

太陽からの放射エネルギーは赤道域の地表を暖め活発な積雲対流を生み大気波動を

発生させる。大気波動のエネルギーと運動量は姿を変えつつ電離圏まで運ばれ地球周辺

環境を変動させる。赤道域の地表から放出される大気物質は、対流圏を循環しつつ積雲

や巻雲の生成・発達に寄与し、対流圏界面を通過して噴出され中高緯度まで広く輸送さ

れる。本計画が設置する赤道 MU レーダーを中心とする複合観測によって、大気の全高

度域に現れるエネルギー・物質フローを解明する。

図２ 赤道 MU レーダーを中心とする赤道ファウンテンの研究
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これらの大気現象を解明するには、対流・成層・大気波動・乱流・不安定現象等

に関わる力学・電磁力学エネルギーの発生・伝播・散逸過程、ならびに大気組成、

エアロゾル・雲粒子、金属原子、超高層の大気・プラズマ密度といった大気物質の

変質・変動・循環過程を観測し、さらに大気物質とエネルギーの相互作用等を、数

値モデルも活用して定量的に理解することが重要である。

特に赤道域では、強烈な太陽放射、活発な積雲対流、豊富なエアロゾル・水蒸気、コ

リオリ力の消滅、地球磁場構造の特殊性等の要因により、特異現象が起こる。その結果、

赤道域を中心に、エネルギー・大気物質の噴流・循環過程が、地表付近の境界層から対

流圏、中層大気(成層圏と中間圏)さらに超高層大気に至る広い高度領域において共通し

て起こっている。我々はこれらの現象を「赤道ファウンテン」と名付ける。本計画にお

いては、以下の要素から構成される「赤道ファウンテン」の解明に総合的に取り組む。

(a) ファウンテンの源泉 陸面・海洋から境界層に放出されるエアロゾル及び水蒸

気が、赤道域対流圏で顕著な積雲と巻雲の生成・発達に果たす役割を明らかに

する。また、雲に伴う大気乱流や成層構造等が温室効果気体や大気質指標物質

（CO2、オゾン、エアロゾル、水蒸気等）の輸送・拡散に及ぼす影響を調べる。

更に、強い上昇流を伴う積雲対流が対流圏界面付近まで短時間に物質を輸送す

るという、赤道域に固有の過程を明らかにする。これらのプロセスは、物質及

びエネルギー双方のファウンテンの源泉となっている。

(b) 物質ファウンテン 下層で放出された大気物質は、赤道域においてのみ対流圏

界面を上昇通過して成層圏に侵入し、中層大気中を広く中高緯度まで循環して

オゾン層破壊などグローバルな大気質の変動をもたらす。熱帯対流圏界面付近

のさまざまな時間・空間スケールを持った大気擾乱と、それが作り出す温度場・

流れの場の変動を把握し、大気下層から成層圏への水蒸気・オゾン等の物質流

入過程（物質ファウンテン）を明らかにする。さらに、赤道域で中層大気に吸

い上げられた大気物質が地球全域にわたって大循環する輸送・混合過程を明ら

かにする。

(c) エネルギーファウンテン 赤道域では、波の性質を規定する慣性周期が無限大

となり、また強い積雲対流が存在するため幅広い時間スケールの大気擾乱（赤

道波、大気重力波、潮汐等）が発生する。そのメカニズムを解明する。大気波

動は対流圏で得たエネルギーを効率よく上方輸送する（エネルギーファウンテ

ン）。そして中高緯度気候にも大きく影響する準 2 年周期振動(QBO)等の大規模

かつ不規則な変動を生み出す。その定量的な評価を行う。更に大気波動が超高

層大気のプラズマ変動現象を駆動する過程を調べる。

(d) プラズマファウンテン 大気とプラズマのエネルギー交換に着目し、大気波動

が誘発するプラズマ上昇流・密度擾乱とプラズマの不安定現象や、地球磁場と
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結合したプラズマが大気に与える影響を調べる。地球大気の外縁部において、

太陽活動の短・長期変動がプラズマを介して超高層大気を変動させる過程を研

究する。また、地球外物質(流星)を起源とする金属原子層の特性と中層大気組

成への影響を解明する。

以上、赤道大気では下層を源泉として超高層まで物質とエネルギーが噴き上げられ、

広く中高緯度に輸送・拡散される。赤道ファウンテンは全球に大気変動を引き起こす重

要な役割を果たしているが、それが内包している短・長周期、不規則変動は未解明で、

その影響も予測しにくい。赤道域でも、特に熱帯アジア・西太平洋域は、地球上で最も

擾乱活動が強く、全球に広がる大気変動の重要な駆動源となっている。本計画では、既

設のレーダーに比べ 10倍以上の感度を持つ新型の赤道 MUレーダーをインドネシア・西

スマトラ島に設置し、ファウンテンの源泉となる対流圏、物質・エネルギーファウンテ

ンの舞台となる中層大気、プラズマファウンテンに至る超高層大気を同時に観測するこ

とを世界で初めて可能にする。この総合拠点観測に、広域ネットワーク観測、衛星デー

タ、数値モデルを組み合わせて、赤道ファウンテンの本質的な要素を研究し、熱帯アジ

ア・西太平洋域を源泉とした力学・電磁力学的エネルギーと大気物質のフローを解明す

る。ひいては、赤道ファウンテンが地球環境変化、宇宙天気へ与える影響を科学的に解

明し、成果の社会還元を目指す。

（２）極域の磁気圏・電離圏・大気圏へのエネルギー流入と応答過程（図３）

極域は、太陽を起源とする高エネルギー粒子や太陽風、電磁エネルギーが直接流入す

るユニークかつ重要な領域である。世界で唯一、プラズマ流の３次元ベクトルの立体構

造観測が可能な EISCAT_3D レーダーによる高解像観測を実現し、オーロラ微細構造やプ

ラズマ－中性大気相互作用等の素過程を理解し、磁気圏最大のエネルギー解放現象であ

るサブストームをはじめとする重要現象の解明を目指す。

極域大気は、太陽を起源とする高エネルギー粒子や太陽風、電磁エネルギーが直接流

入するユニークかつ重要な領域である。流入した太陽風エネルギーは、極域大気中で熱

エネルギーや運動エネルギーに転換される。その代表例として、ジュール加熱や粒子加

熱による中性大気の加熱、惑星間空間電場が極域電離圏へ印加されてイオンが動くこと

による中性大気の駆動が挙げられる。このような過程を経て極域熱圏及び極域電離圏で

消費された太陽風エネルギーの一部は、電離圏イオンの上昇流を励起し、その結果、電

離圏のイオンは磁気圏や宇宙空間へ流出する。また、大気加熱に伴い大気重力波が発生

し、中・低緯度へ伝搬する。このように、太陽風エネルギーは、極域大気で消費される

とともに、エネルギー形態を変えて磁気圏や低緯度熱圏に輸送されていく。オーロラ降

下粒子により生成された一酸化窒素の下方輸送による上部成層圏のオゾン層破壊が近
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年注目を集めている。この大気微量成分変動を含む地球大気の総合的な理解のためには、

極域における太陽風エネルギー散逸過程の解明は必須である。その解明を目指して極域

大気に関する多くの研究が数十年に渡って実施されてきているが、未だ不明な点が多い

状況である。その原因の一つは、物理素過程の理解が遅れていることであり、それらの

解明は現状の地上観測機器のみでは不十分である。

非干渉散乱(IS; Incoherent Scatter)レーダーは、電離圏のプラズマパラメータ（電

子密度、イオン温度、電子温度、イオン速度）を精度良く導出できる非常に有力な観測

機器である。高度 90 km 以上の電離圏を高度分解能良く観測できる手法は、IS レーダ

ーのみである。IS レーダーを用いた電離圏の研究が半世紀に渡って数多く実施され、

多くの成果を挙げてきている。しかしながら、IS レーダー観測の弱点として、一方向

の観測に限られること、および３次元速度ベクトルの導出に仮定が必要なことが挙げら

れる。前者は、観測がオイラー的であるため、ある観測点で生起している現象の時間・

空間変動の判別が難しく、そのことが現象の本質的な理解を妨げている。後者に関して

は、1982 年から 30 年にわたって運用された EISCAT UHF レーダーは、世界唯一の３局

方式による観測を行い、３次元速度ベクトルを１分間程度の時間分解能で取得できてい

た。しかしながら、この 3 局観測はある高度の１つの場所に限定され、現象の解明には

時間・空間一様性等の仮定が必要となり、時空間変動の激しいオーロラに代表される極

域電離圏現象の正確な理解には、十分な性能とは言えなかった。

これらの現状を踏まえ、日本が加盟する EISCAT 科学協会は、新型の次世代大型 ISレ

ーダー建設計画（EISCAT_3D）の検討を 2003 年から開始し、現在加盟各国が予算要求を

図３ EISCAT_3D レーダーによる極域の磁気圏・電離圏・大気圏結合過程の解明
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行なっている。この大型レーダーシステム EISCAT_3D の大きな特徴は、世界で唯一、プ

ラズマ流の 3 次元ベクトルの立体構造を高解像度で観測することが可能となることで

ある。この高解像観測により、これまで為し得なかった精度での太陽風エネルギー散逸

過程の研究が可能となり、様々な極域大気現象の理解が深まると期待されている。具体

的には、オーロラ微細構造、３次元電流系、イオン流出現象、熱圏加熱現象、プラズマ

－中性大気相互作用、オーロラアーク近傍における中性大気変動、大気重力波散逸過程

などが挙げられる。これらの現象の物理素過程を解明し、磁気圏最大のエネルギー解放

現象であるサブストームをはじめとする重要現象の解明を目指す。さらに、EISCAT_3D

レーダーは対流圏から下部成層圏の風速観測及び、長期連続観測が可能なシステムであ

る。その利点を生かした、下部熱圏における大気波動の研究を大幅に進めることにより、

極域熱圏大気ダイナミクスの理解に大きなインパクトを与えることができる。さらに、

極域大気の上下結合および極域大気と中低緯度大気との結合に関する多くの知見も得

られると期待されている。

（３）全球広域観測ネットワークによるグローバル結合過程（図４）

太陽風から地球磁気圏を介して超高層大気へ侵入するプラズマや電磁場変動のエネ

ルギーは、上述されるように地球の磁力線が集まる極域に主に侵入する。この侵入した

プラズマ・電磁エネルギーは、ジュール加熱やローレンツ力を通じて超高層大気を加熱

したり加速させたりする。これらの力学変動は大気波動として中低緯度に伝搬していく。

また、加熱に伴う大気組成の変化は物質輸送として中低緯度に広がっていく。さらに、

太陽風から磁気圏に侵入した電磁場変動は、磁気圏内の磁場に垂直な伝搬や電離圏－地

上の間のダクト伝搬を通して低緯度に広がり、中低緯度の電離圏電流を左右する。これ

らの諸過程を通して、太陽風・磁気圏から侵入したプラズマ・電磁エネルギーは、極域

から中低緯度にわたるグローバルな変動を引き起こしている。その代表例として、中緯

度の電離圏での電子密度が異常に増大・減少する正相・負相の電離圏嵐や、電場の侵入

によって誘起される赤道域の電離圏不安定、磁気嵐に伴う赤道ジェット電流の変動など

が挙げられる。これらの現象は、衛星－地上間の通信や GNSS 衛星を用いた測位に大き

な影響を与えるために重要である。しかしこれらのエネルギー・物質の中低緯度への伝

搬過程の全体像を観測的に把握することは難しく、また、モデル化においても電磁場変

動と中性大気の力学変動を下層・上層の境界条件も含めて解くことは難しい。

一方で、赤道ファウンテンに代表される下層大気から発生した大気変動は、中間圏界

面付近で散逸して運動量を放出し、全球的な子午面循環を駆動することが理論的に推測

されているが、その定量的な評価は十分には行われていない。また、この運動量放出に

よって発生する二次的な波動や、中間圏で散逸しなかった波動がさらに高い高度に侵入

し、電離圏のプラズマ変動を地球規模で引き起こしていることが最近の研究から明らか

になっている。これらの過程は数時間スケールの大気重力波から数日スケールのプラネ
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図４ 全球観測ネットワークによるグローバル結合過程の研究

タリー波まで、広く発生していることが分かってきた。近年の観測では、北極域成層圏

で冬期に起こる突然昇温の影響が、上空の大気だけでなく、遠く離れた赤道域電離圏に

まで現れることが明らかになった。この原因として、大気波動の緯度間結合が考えられ

ているが、その全容は未解明のままである。また、電離圏で頻繁に観測される伝搬性電

離圏擾乱は、下層大気やオーロラ帯からやってきた大気波動と、電磁場変動に左右され

る電離圏のプラズマ不安定の両者が成因と考えられており、両者を切り分ける研究はま

だ十分になされていない。

中性大気変動と電磁場変動が複雑に絡み合った中層・超高層大気の変動をグローバル

に理解していくためには、（１）（２）で記載された極域と赤道域における大型大気レー

ダーによる拠点観測に加えて、このレーダーと同じ経度に位置し、観測的にも空白域に

なっているアジア・アフリカの子午面において、図４に示すような緯度方向に展開され

た広域地上多点観測網を整備することが重要となる。この観測網では、高感度大気光カ

メラ、GNSS 受信器群、ファブリ・ペロー干渉計、流星レーダー、大型短波レーダー、

磁力計等を組み合わせることによって、複数高度における電磁場変動と中性大気変動を

同時に多点で観測する。また、大気潮汐やプラネタリー波は経度方向に構造を持つため、

極域を中心として経度方向にリング上に観測点を展開する。これらのリモートセンシン

グ観測を、電離圏高度の人工衛星による大気・プラズマの直接観測や広範囲をカバーで

きる人工衛星からの撮像観測と組み合わせて、グローバルな大気結合を測定する。
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図５ 全球観測ネットワークによるグローバル結合過程の研究

さらに、このような総合的な観測研究を可能にするためには、図５に示すようなデー

タベースの整備も必要である。本事業の研究者を中心として、これまで、大学間連携プ

ロジェクト IUGONET を過去５年間にわたり実施してきた。このプロジェクトでは、従来、

それぞれの研究機関に分散してアーカイブされてきた多種多様で膨大な量の地上観測

データについて、まずカタログ情報となるメタデータを共有し、横断検索を可能にした。

これにより、同業異分野を横断した総合解析が可能になり、太陽地球系結合過程の変動

特性に関する新たな視点が得られるようになった。本事業では、この IUGONET システム

を拡充し、多種多様なデータに対するメタデータの共有や統合解析ツールの開発を通し

て、新設する大型大気レーダーおよび広域観測ネットワークの観測データがコミュニテ

ィで有効に共同利用できるようにしていく。
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図６ 国内外の研究動向と当該計画の位置づけ

2. 国内外の研究動向と当該計画の位置付け

本計画にかかわる国内外の研究動向について、図６に概要を図示する。

国際共同研究プログラム

太陽地球系科学は、国際的には ICSU（国際科学会議）傘下の SCOSTEP （Scientific

Committee on Solar-Terrestrial Physics, 太陽地球系物理学・科学委員会）が国際プ

ロジェクトを策定・実施することで推進してきた。我が国では、これらの端緒となった

IGY（国際地球観測年、1957～1958 年）より、国際プロジェクトに対応して日本学術会

議において議論が進められ、大型の研究装置・研究課題が実施されてきた。最近では、

太陽活動変動が地球に与える影響を明らかにすることを目的として、国際協同研究「太

陽地球系の気候と天気-I／II」（Climate And Weather of the Sun-Earth System-I／II

- CAWSES-I／II, 2004-2008／2009-2013）が実施された。さらに 2014 年からは、新た

に「太陽活動変動とその地球への影響」（Variability of the Sun and Its Terrestrial

Impact – VarSITI，2014-2018）が開始されている。一方、国連の傘下には国際宇宙天

気イニシアティブ（ISWI: 2010-）が形成され、発展途上国を対象として研究振興とと

もに若手研究者の育成が図られている。本計画の代表者及び参加研究者は、CAWSES-II

と VarSITI の国際リーダーや ISWI の事務局を勤めるなど、これらの国際協同研究の中

心メンバーとして参加し、特に地上からのリモートセンシング観測で大きく貢献してい
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る。

大型レーダー

これらの国際共同プログラムの内、1982～1985 年に実施された MAP（中層大気観測計画）

の期間中である 1984 年に、京都大学生存圏研究所（以下では生存研、当時の名称は超

高層電波研究センター）が我が国初の大型レーダーである MU レーダー（以下では MUR）

を滋賀県甲賀市信楽町に設置して地表近くから高度 1000km までの観測を開始した。

1992～1997 年の STEP（太陽地球系エネルギー研究計画）とその後の Post STEP プロジ

ェクトの期間には、それまでヨーロッパ諸国が共同で設立・運営していた EISCAT レー

ダーに、国立極地研究所（以下では極地研）と名古屋大学太陽地球環境研究所（以下で

は STE 研）が 1996 年に参加（初の欧州外からの参加）して北極域に研究拠点を形成し、

1999年にはEISCATスバールバルレーダーに大型の固定アンテナを追加設置した。

一方、赤道大気については、生存研が 1980 年代末から新たな大型レーダー（赤道レー

ダー）をインドネシアに設置すべく現地調査を開始し、並行してラジオゾンデ（気象観

測気球）を用いた赤道大気の観測研究を始めていた。当時より生存研が主導して進めて

きた日本・インドネシアによる赤道大気の共同研究は、2001 年に赤道大気レーダー（以

下では EAR）設置として結実し、以来、現在まで連続観測を継続している。さらに極地

研は東京大学と共同で、2010 年から南極昭和基地に大型レーダーPANSY の建設を開始し

た。2011 年から一部システムの稼働が始まっており、2015 年からは全システムによる

観測が開始される。

以上の経緯により、我が国は現在では国内（中緯度域）、赤道域、北極・南極域に大

型レーダーを有する世界でも唯一の存在である。これら全ての大型レーダーの利用は、

全国・国際共同利用の枠組みによって国内外の研究コミュニティに開放されており、広

範な太陽地球系科学の研究に活用されている。ただし、MUR・EAR・PANSY が観測方向を

電子走査する先進的なアクティブフェーズドアレイアンテナ方式であるのに対して

EISCAT は機械的なパラボラアンテナ方式に留まっていること、EAR が他のレーダーに比

して感度が約 1/10 と低いことなど、大型レーダーの全球ネットワークとして不十分な

部分が残っていた。そこで本計画では、EAR 観測所に赤道 MU レーダーを新設すること、

EISCAT レーダーをアクティブフェーズドアレイアンテナ方式の EISCAT_3D レーダーに

更新することによって、赤道域と極域における観測性能を大幅に向上することとした。

広域観測網・科学衛星・観測データベース

広域の観測網に関しては、九州大学国際宇宙天気科学・教育センター（以下ではICSWSE）

による MAGDAS（地磁気観測網）と STE 研による OMTI（大気光イメージャ・ファブリペ

ロー干渉計観測網）を代表として、1990 年代から現在までネットワークを拡張しつつ

根強く研究が続けられてきた。広域観測網による水平方向に広い領域の観測は、大型レ
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図７ アジア・オセアニア地域の MLT レーダー観測網

ーダーが高度方向に広い範囲の観測を得意とすることと相補的であって、非常に重要で

ある。本計画では、全球にわたる広域観測網を拡充することによって、大型レーダー観

測とともに成果を挙げていく。

さらに中間圏・下部熱圏（MLT: Mesospehre Lower Thermosphere)における大気力学

過程の解明を目的として、1970 年代より流星レーダーおよび中波帯(MF)レーダー観測

が開始された。アジア(日本、インド、中国)、オセアニア（豪州）および太平洋域でも

多くのレーダーが運用され、図７に示すように国際ネットワークとして組織されている。

日本～オーストラリアの南北ネットワークと、インド～太平洋域に至る赤道に沿ったネ

ットワークの交差点に当たるインドネシアにおいて、生存研は 1990 年代以来、独自に

インドネシアに流星レーダーおよび MF レーダーを建設し、国際共同により長期間にわ

たって連続運用してきた。蓄積された観測結果（過去のデータも含む）により、MLT 領

域における大気力学過程について、太陽活動 11 年周期の 2 サイクル以上にわたるデー

タベースが構築されている。これらのデータの交換・共有を通じて、解析が国際共同研

究として進められている。衛星観測データや数値モデル等も参照しつつ、MLT 領域の大

気波動・風系の長期トレンド・長周期変動のメカニズムが解明されつつある。

太陽地球系科学においてもうひとつ重要な観測手段として、人工衛星がある。現在、

JAXA 宇宙科学研究所を中心として放射線帯観測衛星 ERG の開発が続けられており、イ

プシロンロケット 2 号機によって 2015 年末に打上げられることが決まっている。本計
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画を速やかに実施に移すことによって、地上の大型レーダーと広域観測網と同期間に宇

宙の ERG が稼働することとなり、多くの観測を有機的に連携して理想的な形で研究計画

が推進できる。もちろん本計画の推進に当たっては、利用可能な諸外国の科学衛星観測

との連携も推進していく。

我が国の研究者は、以上に示したように太陽地球系科学に関する長期間・多種多様な

観測データを蓄積してきた。これらを取りまとめ、効率よく公開することを目的とした

プロジェクト IUGONET（超高層大気長期変動の全球地上ネットワーク観測・研究）が、

生存研・STE 研・極地研・ICSWSE に加えて東北大学理学研究科と京都大学理学研究科の

参加を得て 2009～2014 年に実施中である。IUGONET で得られた観測データのマネージ

メント技術やソフトウェア資産は、多種・多様なデータの効率良い活用手法として非常

に有用である。本計画ではこれらを活用することによって、研究の効率をさらに増進さ

せる。

研究プロジェクト

上記の様々な研究の推進に当たって、我々は、新プログラム・学術創成研究、特定領

域研究（２課題）、戦略推進研究に代表される各種の大型研究予算を獲得してきた。一

方で、途上国を中心とする研究者の支援についても、アジア・アフリカ学術基盤形成事

業、研究拠点形成事業、２国間共同研究などの研究交流を目的とする予算を獲得して積

極的に活動している。さらに我々は 21 世紀 COE プログラムやグローバル COE、リーテ

ィング大学院プログラム等にも積極的に参画することによって、広い領域の研究教育活

動を進めてきた。

キャパシティビルディング

これまで我が国では、赤道大気レーダーを中心とした観測網を整備して、低緯度・赤

道域の超高層大気の研究を推進することにより、東南アジア諸国との研究協力の輪を拡

げてきた。また広域地磁気ネットワーク観測(MAGDAS)は、発展途上国を中心とした観測

ホスト研究機関と協力して 73 観測点を世界中に展開している。国際協働事業による研

究成果は日本を中心に挙げられ、現地の研究者による研究がなかなか進まないという問

題があった。しかしながら近年東南アジア諸国の研究水準は向上してきており、各国政

府が主要大学・研究所の研究者に国際水準の成果を挙げるように要求する状況になって

いる。一方でアフリカでは、国際スクールによる啓蒙活動などを通じて、超高層大気を

研究しようという要望が現地から上がるようになってきている。アフリカは観測的に

「未踏の地」であるため、研究拠点を設けようという動きが欧米からも盛んである。

キャパシティビルディング活動は、健全な協働活動による恒常的な観測網維持という

意味からも非常に重要である。また国際的な若手研究者養成により、我が国のプレゼン

ス向上に寄与すると共に、若手研究者の国際的教育能力の向上、国際的視野を持つ人材
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図８ インドネシアで開催された国際スクール

（ISWI/SCOSTEP/MAGDAS Indonesia School、2012 年 9 月）

育成に大きく貢献することが期待される。

キャパシティビルディングの実践に関して、我々は、アジア・アフリカ学術基盤形成

事業、研究拠点形成事業、２国間共同研究などの研究交流を目的とする予算を獲得して

積極的に活動している。21 世紀 COE プログラムやグローバル COE 等にも積極的に参画

することによって研究教育活動を進めてきた。本計画の参画機関が取り組んできたキャ

パシティビルディングの実績を付録（８）に示す。2003 年ごろから、京都大学の 21 世

紀 COE プログラム KAGI によってアジア域の大学院生・若手研究者を対象とするサマー

スクールが合計 6 回、主としてインドネシア・バンドン市で開催されてきた。2008 年

からはアジア・アフリカ science platform 事業による特別セミナーが同様に実施され

ている。2009 年からは国連傘下の国際宇宙天気イニシアティブ（ISWI）が活動を開始

して、太陽地球系科学の一部である宇宙天気研究の国際スクールを開催してきた（図８）。

ISWI 国際スクールは毎回多くの参加者を集めている。2012 年に九州大学に設置された

ICSWSE は、教育を重視して推進する点に大きな特徴があり、MAGDAS を用いた科学研究

の教育を推進し、ISWI が主催する国際スクールの推進に中心的な貢献を果たすなど、

発展途上国の研究者育成に積極的に取り組んでいる。

以上のような取り組みによって、アジアやアフリカ地域等の発展途上国の若手研究者

の成長が期待できる。すなわち、科学技術を通じて我が国の外向的利益に貢献する。ま

た東南アジア諸国が独自の宇宙開発に乗り出そうとしている現在において重要な取組

みである。
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図９ マスタープラン 2014 提案に至る経緯

3. 科学者コミュニティの合意状況

本計画提案の経緯

本計画の提案に至った経緯を図９にまとめる。本研究は研究コミュニティにおける議

論を経て形成されたものであり、2007 年の地球電磁気・地球惑星圏学会および日本地

球惑星科学連合での将来計画の議論からの、地上観測・衛星観測・モデル研究を連携し

て進めるべきとの提言と、日本気象学会での議論からの国際赤道大気研究拠点構築の推

奨を基礎としている。その後の議論を経てプロジェクトの名称・内容がまとめ上げられ、

マスタープラン 2011（平成 22 年 9月）に提案して計画番号 23「太陽地球系結合過程の

研究基盤形成」として採択された（付録（４））。

マスタープラン 2014 への公募に際しては、日本学術会議地球惑星科学委員会国際対

応分科会 SCOSTEP 小委員会で、2014 年からの次期計画の議論が行われた。研究コミュ

ニティにおける議論や意見交換をもとに改善を行い、主要設備を赤道 MU レーダー・

EISCAT_3D レーダー・広域地上観測網とする研究計画を策定し、国際的に提案した。ま

た、日本学術会議電気電子工学委員会 URSI 分科会にも報告を行っている。

太陽地球系科学における（地上観測、衛星、数値モデルの連携による）将来展開は、

超高層物理関連の地球電磁気・地球惑星圏学会（SGEPSS）内で議論されてきた。本計画

は、国内の関連学会である地球電磁気・地球惑星圏学会が 2013 年 1 月にまとめた将来
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計画（http://www.sgepss.org/sgepss/shorai/SGEPSS_syorai_Jan2013.pdf）の中でも、

重要な大型計画として位置づけられている。また、気象学会においても、赤道大気研究

の重要さが認められている。これら研究成果のとりまとめを行う国際シンポジウムを国

内で主催し、国際コミュニティの意見集約も進めている。具体的には、以下に示す多数

のシンポジウムを経て、本計画はコミュニティからの支援を獲得してきた。

 CAWSES 国際シンポジウム（2007 年 10 月、京都大学）

 CAWSES-II 国際シンポジウム（2013 年 11 月、名古屋大学）

 JpGU 大会特別セッション（2008/2010/2011/2012/2013/2014 年）

 SGEPSS 総会・講演会特別セッション（2006/2007 年）

 JpGU 宇宙惑星科学セクションシンポジウム（2013 年 2 月、神戸大学惑星科学研究

センター）

 UN/Japan Workshop on Space Weather（2015 年 3 月、九州大学（予定））

2013 年に地球惑星科学連合（JpGU）が行った公開ヒアリングにおける本計画の評価

は、「研究目的、研究方法及び実施体制が明確で、よく練られた計画である。これまで

実績を上げてきた研究プロジェクトであり、人材育成にも貢献してきており、引き続き

成果を期待する。」という高いものであり、国内コミュニティからも支援を受けている。

これらの研究コミュニティにおける議論と並行して、生存研は赤道 MU レーダーの概

算要求を 2011 年度（平成 23 年度）から開始しており、2015 年度（平成 27 年度）概算

要求にも提案済みである。EISCAT_3D レーダー計画は、EUの大型研究設備ロードマップ

（ESFRI）に採択済みであり、スウェーデン及びノルウェーから我が国への協力要請が

出されており、極地研が概算要求を行っている。

本計画の計画全体に対しては SCOSTEP からサポートレターを得ている。さらに赤道

MU レーダーに対してはインドネシア航空宇宙庁から、EISCAT_3D に対して EISCAT 本部

からサポートレターを得ている。また ICSWSE の活動に対しては国連宇宙利用部からサ

ポートレターを得ている。これらのサポートレターのコピーを付録（６）に示す。

本計画は、以上の経緯をたどって固められたものであり、マスタープラン 2014 に応

募し審査を受けて重点大型研究計画に採択された（付録（１）（２）（３）（５））。

国際協力・国際共同

太陽地球系結合過程の研究は本質的に国際的であり、我々は数々の国際共同研究プロ

ジェクトに参加し重要な貢献を果たしてきた。特に、日本は太陽地球系科学の国際共同

研究プロジェクトを牽引してきており、最近では、2004-2013 年に SCOSTEP が実施した

CAWSES プログラムで津田（京大生存研、本計画代表者）が、また、2014 年以降の VarSITI

では塩川（名大 STE 研、本計画の共同提案者）が国際リーダーを務めている。その他に
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図１０ 国内・海外の研究コミュニティの広がり

（関連大学・研究機関数のグラフ）

も数々の国際共同研究プロジェクトに関する国際シンポジウムのコンビーナの役割を

日本の研究者が担ってきた。

現在の EAR はインドネシアと共同研究契約を交換して国際協力のもとで運営中であ

り、本計画の EMU も両国の緊密な協力のもとに整備される。EISCAT 科学協会は、日本、

中国、英国、ノルウェー、スウェーデン、フィンランドの 6 加盟国により運営されてお

り、活発な学術交流により様々な国際共同実験及び研究を実現してきた。2010 年 12 月

からは加盟国以外からの実験公募を開始しており、世界中の研究者が最先端科学成果を

享受する体制が築かれている。EISCAT に関する我が国の科学的貢献や国際的信用は高

く、我々は EISCAT_3D に対しても国際共同運用及び研究体制に深く関与し続ける。地上

広域観測網は、これまでもアジアやアフリカの関連研究者との良好な国際協力のもとに

構築されており、ロシア、インドネシア、タイなどの研究機関と本事業の参加研究機関

の間で学術交流協定が締結されている。本計画で整備する設備は、国際的に共同利用し

て行く。

科学者コミュニティの広がり

本研究に関連する学術コミュニティは、国際的には ICSU 傘下の SCOSTEP、URSI、IUGG

（IAGA, IAMAS）、並びに国連傘下の ISWI である。国内においては、地球電磁気・地球

惑星圏学会（略称 SGEPSS、会員数約 700 名）、日本気象学会（会員数約 4000 名）、電子
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情報通信学会（会員数約 30,000 名）等との関連が深い。

本計画の参画機関は大学共同利用機関（極地研）および共同利用・共同研究拠点（生

存研、STE 研）であって、後述のように共同利用を推進している。図１０は、我々が運

用する既存の大型大気レーダーや広域観測を実際に共同利用した大学・研究機関の数を、

世界の地域毎に示している。本課題に関連する科学者コミュニティは、それら共同利用

の利用者及び国際的な関連研究者から構成される。ここ数年の共同利用実績から本計画

に関連する科学者コミュニティに含まれる研究者総数を調査したところ 481 名であっ

た。国内では、国立大学のみならず、公立・私立大学及び研究機関等を加えて、46 機

関、226 名が利用している。特筆すべきは、その国際的な広がりである。付録（７）に

本計画に関連する大学・研究機関のリストを示すが、全世界に分布する 44 か国の 185

機関に達している。図１０のグラフより、共同研究を以前より行ってきた欧米の大学・

研究機関に加え、アジア諸国からの利用も多い。また、広域観測を展開し始めたアフリ

カにおいても利用者が拡大しつつある状況が見て取れる。
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4. 所要経費と年次計画

所要経費

総額 120 億円（地上観測について 10 年計画）うち設備 70億円、運営 50億円

（１）赤道ファウンテン 計 55 億円

設備費 赤道ＭＵレーダー 35億円

運営費 赤道 MUレーダー運営 20 億円（10 年間）

概算要求：京都大学生存圏研究所

（２）極域エネルギー流入・応答過程 計 35 億円

設備費 EISCAT_3D レーダー 25億円

運営費 EISCAT_3D レーダー観測 10億円（10 年間）

注）日本は全体の EISCAT_3D 建設予算の約 15%（約 25 億円）を分担する。また

運営費として年額約 1 億円を分担することによって、現行の EISCAT 特別

実験時間枠（全体の 15%）を確保する。

概算要求：国立極地研究所

（３）広域地上観測網 計 30 億円

設備費（高感度全天カメラ、高感度磁力計 等） 10 億円

運営費 広域地上観測運営費 20 億円（10 年間）

概算要求：名古屋大学太陽地球環境研究所

九州大学国際宇宙天気科学・教育センター

（運営費には IUGONET コンソーシアムの運営等を含む）

年次計画

赤道ＭＵレーダーと地上広域観測網については、予算化されればすぐに実現に向けて

動き始め、２年間程度で装置類の設置を完了できる見込みである。初年度に赤道ＭＵレ

ーダーの建設に着手し、約１年間で完成させる。機器調整および予備観測を進め、４年

度目に広域観測網と連携した赤道重点観測を実施する。また、別途進められている、放

射線帯観測衛星（ERG）とも共同観測する。一方、極域については、日本が関与する、

EISCAT_3D レーダーの中核施設を初年度の後半に建設開始し、約 3 年間で完成させる。

他の加盟国が分担するサブシステムを含めた全体システムは 5 年度目に完成する。

EISCAT 科学協会が全体計画の各種コーディネートを行い、建設スケジュールに遅延が

生じないようにする。6年度目からは、赤道の EMU、国内の MU レーダーおよび両極域の
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図１１ 本計画の年次計画

レーダー(EISCAT_3D、PANSY)をフル稼働した全球観測を実施してゆく。

2014年度を起点とした本計画の年次計画を図１１に示す。詳細は以下の通りである。

2014 年度：

マスタープラン 2014 の決定

概算要求

MU レーダーおよび PANSY は定常観測を継続中。

SCOSTEP 国際研究プログラム VarSITI 開始（2018 年まで）。

2015 年度：

赤道ＭＵレーダーの入札・発注と建設開始。

EISCAT_3D コア（送受）システムの建設開始（2018 年までに完成予定）

広域地上観測網の整備を開始

大学間連携プロジェクト IUGONET をベースとしたデータベース構築体制の整備

ERG 衛星打上げ（2015 年 12 月予定）

2016 年度：

赤道ＭＵレーダーが完成、予備観測を開始する。

EISCAT_3D 受信システムの建設開始（2019 年までに完成予定）

IUGONET 後継プロジェクトによる観測データベース構築と地上観測・衛星観測・モデ

リングの統合解析ツールの開発。アジア・アフリカ域及び極域における広域地上観測

網の整備。
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国際研究集会（EMU 完成時点）

2017 年度：

赤道ＭＵレーダーが本格観測を開始する。京都大学生存圏研究所が全国・国際共同利

用に供する。

広域地上観測網による大気圏・電離圏・磁気圏観測の維持・継続

2018 年度：

赤道域を中心とする強化観測（一部については 2017 年度から）を実施する。

EISCAT_3D コア（送受信）システムが完成、予備観測を開始する。

国際研究集会（EISCAT_3D コアシステム完成時点）

2019 年度：

EISCAT_3D が本格運用を開始する。長期の継続運用を他の加盟国と国際共同で行う。

国際研究集会（赤道域の強化観測取りまとめ）

SCOSTEP 次期国際研究プログラム開始。

2020 年度～：

全球の強化観測を実施する。観測データの総合解析を継続する。

長期の継続運用を国際共同で行う。

国際研究集会（全球の強化観測取りまとめ）

2023～24 年度：

研究の取りまとめと次期計画の検討を行う。

国際研究集会（次期計画の検討）
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5. 主な実施機関と共同利用体制

実施機関

本計画の実施課題と主たる実施機関は以下の通りである。

（１）赤道ファウンテン

京都大学生存圏研究所（赤道 MU レーダー建設・運営の総括）

インドネシア航空宇宙庁（赤道 MUレーダー運営協力）

（２）極域エネルギー流入・応答過程

国立極地研究所（EISCAT_3D 建設・運営の分担）

名古屋大学太陽地球環境研究所（EISCAT_3D 共同研究推進）

EISCAT 科学協会（EISCAT_3D 建設・運営の総括）

（３）グローバル結合過程

名古屋大学太陽地球環境研究所（光学・電磁場観測網の整備推進）

九州大学国際宇宙天気科学・教育センター（地磁気観測網（MAGDAS）の整備推進）

京都大学生存圏研究所（MLT レーダー観測網の整備推進）

IUGONET 運営協議会（観測データの相互利用推進、情報システム開発）

京都大学生存圏研究所

国立極地研究所

名古屋大学太陽地球環境研究所

九州大学国際宇宙天気科学・教育センター

京都大学理学研究科附属世界地磁気資料センター

京都大学理学研究科附属天文台

東北大学理学研究科

関連事業

太陽観測衛星 SOLAR-C、放射線帯探査衛星 ERG、南極大型大気レーダーPANSY

共同利用体制

本計画の実施体制を図１２に示す。まず、赤道ＭＵレーダーは京都大学生存圏研究所

が実施主体となり、インドネシア航空宇宙庁と共同で建設する。次に、EISCAT_3D レー

ダーは国立極地研究所と名古屋大学太陽地球環境研究所が連携して、北欧諸国と共同で

設置を進める。広域観測および統合データベース構築には、これら３機関と九州大学国

際宇宙天気科学・教育センターに加え、国内の多くの研究者が参画する。
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図１２ 本計画の実施体制

本計画には、大学共同利用機関である国立極地研究所と共同利用・共同研究拠点であ

る京都大学生存圏研究所と名古屋大学太陽地球環境研究所が参画しており共同利用体

制は完備している。２つの共同利用・共同研究拠点に関する中間評価では、生存研はレ

ーダーの国際共同利用、STE 研は広域観測が特に評価されている。極地研では、一般の

南極観測とは別に、EISCAT の国際共同利用を専門に議論する委員会を構成して特別対

応している。また九大はアジア・アフリカでの人材育成に実績を有しており期待が大き

い。

京大生存研はＭＵレーダーを 1984 年の完成当初から全国共同利用に供し、多くの研

究成果を生み出してきた。半年毎に公募を行なっており、半期で 30 件程度の課題が採

択されている。2001 年に完成した赤道大気レーダーも 2005 年から共同利用に供してお

り、当初から国際共同利用として海外の研究者による利用が全課題数の約 3 割を占め、

年 1 回の公募で、毎年 30 件程度の課題が採択されている。なお現在では、MU レーダー・

赤道大気レーダーを含む国際的なレーダーネットワークの連携した研究をより積極的

に推進するため、両レーダーの共同利用を統一して運用しており、2013 年度の年間課

題数は 92件であった。MU レーダー及び赤道大気レーダーによって得られたデータは公

開を原則としており、国立極地研究所・東北大学・名古屋大学・京都大学・九州大学の

5 機関連携の特別教育研究費プロジェクト「超高層大気長期変動の全球地上ネットワー

ク観測・研究(IUGONET)」(平成 21～26 年度)によって、メタデータ・データベースや解

析ソフトウェア UDAS が整備され、多様な観測データの共同利用体制が構築されている。
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EISCAT は国際的に共同利用されている。国立極地研は 1996 年に EISCAT 科学協会に

加盟以降、我が国向けの共同利用を推進してきた（年間 17 機関・約 50 名が利用）。新

設の EISCAT_3D も共同利用を行っていく。名大太陽地球環境研では、2010 年度より新

たに地上ネットワーク観測共同研究を開始して、年間 17-25 件の研究課題を採択し、全

国の関連研究者による観測網の構築を支援している。九大国際宇宙天気科学・教育セン

ターは教育面に特徴があり ISWI／MAGDAS 国際スクールを開催して世界の若手研究者の

育成に実績を示してきた。本計画でも全世界の広域地上観測網の利用者育成を積極的に

実施していく。

本計画で整備される観測装置は、いずれも共同利用のもとで開放的に運用する計画で

ある。本計画は、日本学術会議や国際・国内学会における広範な研究者コミュニティの

議論を経て立案されたものであるが、研究の基盤となる利用者の範囲を推定する目的で、

本計画の参画機関がそれぞれ主催する共同利用・共同研究の利用者について調べた。利

用者の所属機関あるいは協力先の大学・研究機関を取りまとめ、重複を排除した結果が、

付録（７）の関係研究機関リストである。全世界の 42 か国に分布する 185 の大学・研

究機関が含まれている（図１０）。さらに利用者数の総計は、481 名に達した。本研究

は、この広く厚い研究者群に支持されている。
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6. これまでの準備状況

本計画は「マスタープラン２０１１」に採択された計画番号２３（課題名同じ）に立

脚している。京大・極地研・名大・東北大・九大の５機関連携による IUGONET プロジェ

クト（2009 年度開始）では、EISCAT、赤道大気レーダー（略称 EAR）、MU レーダー等の

データ相互利用の基盤を整備してきた。EISCAT_3D を含む今提案は、関係者の議論と調

整を経て策定された。マスタープラン 2014 申請時の区分に従えば、本計画の準備状況

は「４）予算要求段階にある」である。以下に本計画で整備する各装置の準備状況につ

いて示す。

（１）赤道 MU レーダー

我が国は、ＭＵレーダー（中緯度域の大気レーダー）、南極昭和基地大型大気レーダ

ーPANSY（極域の大気レーダー）、赤道大気レーダー（低緯度域の大気レーダー）と低緯

度・中緯度・高緯度域にそれぞれユニークな観測装置を有している。赤道大気レーダー

は生存研の最大・最重要な海外研究拠点であり、図１３に示すように、多くの観測装置

を集積した赤道大気の総合的な研究拠点となっている。2001 年の完成以来今日まで連

続観測を続ける一方、全国・国際共同利用によって国内外の関連研究者に対して開放的

に運用してきた。しかしながら、赤道大気レーダーは他の２者より感度が 1/10 と低く

バランスを欠く状況である。

本計画では、レーダーの飛躍的な拡充をめざし、ＭＵレーダーと同等以上の感度を有

する高機能大気レーダー「赤道ＭＵレーダー」をインドネシア共和国に設置する。本設

備の概要を図１４に示す。1,045 台のクロス八木アンテナが略円形敷地内に配置された

「アレイアンテナ」、各アンテナ基部に設置された同数の「送受信モジュール」、ソフト

ウエア無線技術を駆使して多チャンネル・多周波数の変調パルスを生成し受信信号を復

調し信号処理するサブシステムと信号の分配・合成回路等から構成される「多チャンネ

ル変復調・データ処理装置」で構成され、多チャンネル・多周波数の送受信機能と高度

な信号処理技術により、地上から超高層大気に至る広領域の大気現象を３次元イメージ

ング観測する。本設備は高度化する大気微細構造の観測ニーズを満足するために必要不

可欠であり、導入によって、地球環境変化の鍵を握る赤道域大気現象の微細構造を立体

可視化して捉えることが可能となる。

赤道 MU レーダーの整備については、生存研より平成２７年度概算要求・特別経費（基

盤的設備等整備分）を要求している。また長年にわたって赤道大気の共同研究を続けて

おり、EAR 運営パートナーでもあるインドネシア航空宇宙庁長官からサポートレターを

得ている。赤道 MU レーダーの実現に向けてこれまでに、以下に示すような努力を払っ

てきた。
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図１３ 赤道大気レーダー観測所の全景（写真：Google Earth より）

（日本・インドネシア双方からのサポート）

平成 23 年 9 月 22～23 日に赤道大気レーダー10 周年記念式典及び記念国際シンポジウ

ムをジャカルタで開催した（図１５）。インドネシア側から Suharna Surapranata 研究

技術(RISTEK)大臣、Bambang Tejasukumana インドネシア航空宇宙庁(LAPAN)長官を初め

とする多くの政府高官、日本側から島田順二 駐インドネシア公使、澤川和宏 文部科学

省研究振興局学術機関課長、塩田浩平 京都大学理事・副学長らの出席を得て成功した。

我々の研究に対する理解とサポートが確認された。

（設計・計画の高度化）

本設備の設置に関わる現地調査を平成 24 年 3 月に実施した。設置候補地の地形、電

源確保の諸問題、資材運搬に利用する道路の現況など、本装置を実現する上で重要な問

題点について多くの知見が得られた。この調査結果をもとに、設備設計と設置計画を飛

躍的に高度化することに成功した。

（研究コミュニティにおける議論）

日本地球惑星科学連合の 2012 年大会と 2014 年大会において、それぞれ、特別セッシ

ョン「赤道大気レーダー10 周年 ～赤道大気研究の発展に向けて～」及び「Study of

coupling processes in Sun-Earth system with large radars and large-area

observations（国際セッション）」を開催した。現在までの研究成果を取りまとめと共

に、研究コミュニティの将来構想について議論を行った。

（全国国際共同利用の発展）

赤道大気レーダーは平成 17 年度より全国国際共同利用を開始し、毎年約 30 件の課題
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図１４ 赤道ＭＵレーダーの概要

図１５ 赤道大気レーダー１０周年記念行事（2011 年 9 月 22 日）
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を実施してきた。平成 24 年度には、更なる発展を狙って MU レーダー共同利用との統合

を果たした。統合後の課題公募では MU レーダーと赤道大気レーダーの連携提案が得ら

れており、実施が始まっている。

（２）EISCAT_3D 計画

EISCAT 科学協会は 1975 年に設立され、スカンジナビア北部において、1981 年から 30

年以上に渡って極域電離圏・超高層大気の観測を実施してきた。1996 年には、スバー

ルバル諸島ロングイアビンに新たな IS レーダーを設置した。日本は 1996 年 EISCAT 科

学協会に加盟し、それ以来 EISCAT レーダーを用いた観測研究を実施するとともに、

EISCAT レーダー運営に関与してきている。2001 年に次期 EISCAT レーダーについての議

論が始まり、EISCAT 将来構想“E Prime”が 2003 年にまとめられた。新規フェーズド

アレイ建設計画のため、2005 年 4月から 2009 年 4 月まで、5 機関が中心となって、EU

の援助の元、EISCAT_3D デザインスタディ(Design study: FP6)（予算額 2M ユーロ）を

実施した。これにより、レーダーシステムに関する基本的なデザインが確立し、2008

年に EISCAT 評議会にて EISCAT_3D 計画推進の最終決定を行なった。この EISCAT_3D

計画は、2008 年 12 月に EU の大型研究設備ロードマップ（ESFRI）に採択された

44 プロジェクトの１つに含まれた。2009 年には、EISCAT_3D 用周波数（230-240 MHz）

免許を取得した。2010 年 10 月からは 4年間の準備フェーズ(Preparatory phase:FP7)

（予算額4.5Mユーロ）を関係9機関が中心となって実施している。14のWorking Package

に焦点を当て、技術的な課題を含め、総合的な検討を実施している。EISCAT_3D を用い

て推進するサイエンスの内容については、国際ワーキンググループを形成して執筆し、

2011 年 6月に出版し、その改訂作業を順次実施している（全 109 ページ:

https://www.eiscat3d.se/project/fp7/science-case）。レーダー設置サイトの検討も

併せて行なっており、送信サイトを Skibotn・ノルウェー (69.33ºN, 20.33ºE)にする

ことを 2013 年 10 月の EISCAT 評議会にて決定した。図１５に EISCAT_3D レーダーの概

要図を示す。

我が国は 2009 年に国内ワーキンググループを立上げて準備フェーズに参加し、計画

に日本のユーザーの意見を反映してきた。特に、JpGU 国際セッション（2013 年 5 月）

や年 2 回の国内研究集会を継続して開催し、EISCAT_3D を用いてオールジャパンで推進

するべき重要な科学課題をまとめている。

国際共同による EISCAT_3D 建設のための概算要求を平成 26 年度に国立極地研から行

った（不採択）。現在、平成 27 年度概算要求を準備中である。ノルウェーおよびスウェ

ーデンは 2014 年度の予算要求を行なった。フィンランドは、フィンランド大型設備計

画へ申請し、2014 年 2 月に採択された。UK についても自国の大型研究ロードマップに

既に採択され、建設予算申請の機会を検討中である。現 EISCAT 加盟国の中国も、次期

5 ヵ年計画に EISCAT_3D 建設予算を盛り込むことを検討している。ノルウェーおよびス
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図１６ EISCAT_3D レーダーの概要

ウェーデンの申請は、非常に高評価を得た（ノルウェーは 7 段階中、最高位の評価）。

しかし、複数の国が関わる国際共同の大規模建設計画であるため、他国の予算計画の状

況を含む、より具体的な計画の提出を要求されている。2014 年 1月 22 日には、ノルウ

ェー、スウェーデン、フィンランドの関係者が集い、計画の具体性について議論を行な

った。日本は、EISCAT 本部および関係各国の研究者らと緊密な連携を行なっており、

これらの国際動向を随時把握し、平成 27年度概算要求に反映している。
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（１） 広域地上観測網

太陽地球系科学においては、多数の観測点をグローバルに展開し、地球規模の変動を

把握する広域地上観測網が必須である。この重要性は、1957-58年の国際地球観測年（IGY）

以降に広く認識され、さまざまな努力が各国で行われてきた。IGY の頃には、地磁気変

動を計測する磁力計と電離圏の基本パラメータを測定するイオノゾンデの標準観測点

が世界各地に整備された。我が国では、南極昭和基地の観測、気象庁柿岡地磁気観測所

による日本の 3カ所での地磁気観測、郵政省電波研究所（現在の情報通信研究機構の一

部）による日本の 4 カ所でのイオノゾンデの標準観測が整備され、現在でも運用が継続

されている。その後、観測キャンペーンなどで一時的な観測網が局所的に形成されてき

たが、特に SCOSTEP が 1990-1997 年に推進した STEP 国際事業において、本格的な定常

観測の整備の時代に入り、磁気経度 210 度付近の日本の子午面における地磁気観測点網

が名古屋大学太陽地球環境研究所により、磁気赤道沿いの地磁気観測点網が九州大学に

よって整備された。その後、これらの地磁気観測点網は九州大学宙空環境研究センター

（現在の国際宇宙天気科学・教育センターICSWSE）に引き継がれ、MAGDAS/CPMN ネット

ワークとして、南米やアフリカにも展開が開始されている。一方、名古屋大学太陽地球

環境研究所は、1997 年より、高度 80-300km で発光する夜間大気光を撮像することによ

って中間圏界面と電離圏の大気・プラズマ変動の 2 次元可視化を可能にする高感度全天

カメラを中心とした超高層大気イメージングシステムを開発し、日本やアジア、カナダ、

ノルウェーなどの 12 カ所に設置してきた。これらの観測点網の展開と共に、現地研究

者との研究交流も進んでおり、共同研究や研究者交流事業が行われている。特に発展途

上国においては、現地の研究者が自力で研究を進めることができるように、スクールの

開催や若手研究者の招聘などを通じて、現地研究者の研究のレベルアップがはかられて

いる。

一方で、これらの観測点は、主に地磁気変動の観測と夜間大気光の 2 次元撮像観測に

限られてきた。赤道 MU レーダーや EISCAT_3D レーダーと協力して、赤道ファウンテン

に伴う大気・プラズマ変動が高緯度に伝わる過程や、高緯度に侵入した太陽からのプラ

ズマエネルギーが低緯度に伝わる過程を調べるためには、アジアとアフリカの緯度方向

の子午面に、従来の高感度カメラ、磁力計をより密に整備するだけではなく、中間圏と

熱圏の風速・温度をそれぞれ測定する流星レーダーとファブリ・ペロー干渉計、異なる

空間スケールで電離圏のプラズマの動きと構造を測定するVHFレーダー、HFレーダー、

FM-CW レーダー、2 周波 GNSS 受信器を展開していく必要がある。
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7. 緊急性と社会的価値

緊急性

○国際的競争・協力で我国がリードするために早期実施が重要。

本計画は太陽地球系科学の国際的な研究協力枠組み（ICSU/SCOSTEP, UN/ISWI な

ど) の中で形作られている。1980 年代以来の国際プロジェクトで、日本は大型大気

レーダーの開発で貢献してきた。SCOSTEP が 2014 年に開始した国際プロジェクトで

もリーダーシップを維持するには、本課題の実施が必須である。まず、EISCAT_3D レ

ーダーについて、EU のマスタープラン（ESFURI)で採択されており、ノルウェーやス

ウェーデンが概算要求中であり、日本が国際的連携を維持するためには、建設スケジ

ュールの順守が重要である。また、赤道 MU レーダー(EMU)に関しては、インドネシア

政府（研究技術省、航空宇宙庁など）から早期の計画推進が求められている。アジア

域で太陽地球系科学を推進する機運が高まっている。

○早期に実施しないと国際的に著しい不利益を招く。

下記のように各国で大型大気レーダーに対する熱意が高まっており、早期に実施し

ないと国際的な開発競争に遅れを取りかねない。

中国： EISCAT 科学協会に加盟、また独自に大型大気レーダー（昆明）を建設中。

インド： フェーズドアレイの大型レーダーを計画中。

米国： 極域における大型レーダーの多点化を計画中。

更に広域観測網については、日本が早期から展開してきたアフリカに欧米諸国が進

出しつつあり、優位性を維持するには早急な戦略的展開が必要である。当地域におけ

る人材育成にも遅れを取る恐れがある。

○実施の遅れにより、人材の深刻な流出が危惧される。

本学問分野は最新ハードウェアに依拠するところが大きいため、本計画の遅れは欧

米・新興国の大型レーダーを使った研究へ人材流出を引き起こす恐れがある。

戦略性

○分野での世界トップを確実にし、我が国の強みをさらに伸ばす。

本計画の研究分野においては、国際共同研究プロジェクトを日本が牽引している。

・国際リーダーを努めるプロジェクト：CAWSES-II：津田（京大）、

VarSITI：塩川（名大）

・革新技術による大気レーダーの源流を創っている。

・赤道、中緯度及び両極のすべてに大型レーダーを有する日本の優位性を維持す

る。
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○他分野への波及効果等がある。

本研究の推進により、以下のような波及効果が期待される。

・他の惑星や系外惑星の大気環境やプラズマの構造と変化の理解に発展する。

・大気環境や宇宙プラズマの多様・大量の観測データベースは、日本が中心に推

進している WDS(World Data System)に直結し、かつ”Big Data”の実例となる。

・地表付近の環境変動の影響が超高層大気では増大して現れるため、温暖化の環

境監視等の変化予測に貢献しうる。

○国際貢献や国際的な頭脳循環につながる。

２つの世界最先端の大型大気レーダーの国際共同利用を通じて、トップクラスの研

究者間の頭脳循環が促進される。また、我々が本計画で実施するキャパシティビルデ

ィングを通じて、自然科学を指向するアジア・アフリカの若手が増え、科学振興に貢

献できる。これらの活動を通じて、我が国の若手研究員・大学院生の国際交流が促進

される。

○将来的な我が国の成長・発展につながる。

産学連携による新型レーダー開発は、電波応用科学、情報通信工学、電子工学の技

術発展を促すと考えられる。

○計画を実施しないと国の損失を招く。

本計画を実施しない場合の損失としては、以下の諸点が考えられる。

・大気レーダー観測、さらには太陽地球系科学における国際的リーダーシップを

失ってしまう可能性が高い。

・２つのレーダー建設および広域観測展開は国際的に責任分担があり、実施しな

い場合は国際的信用を損ねかねない。

社会や国民の理解

【災害防止】

大型大気レーダー等を用いた大気や宇宙プラズマの研究は、極端気象の予報改善、

ならびに宇宙天気の基礎過程の理解に貢献すると期待され、風水害の未然予防、衛星

システムの安全運用や衛星測位精度の向上等に寄与する。

【産業振興】

電波技術、信号処理、データ解析技術を産学連携で新技術開発することは産業振興

につながる。

【国際貢献】

高度人材育成によってアジア・アフリカにおける日本のプレゼンスが向上し、我が



35

国の外交上の利益に貢献することができる。

【宇宙地球環境変化の理解】

太陽エネルギーを起源とする地球環境の生成・維持および長期・短期の変動機構の

解明は、人類共通の根源的な興味であり、人々の知的好奇心を刺激する。
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付録（１）マスタープラン 2014 課題説明（日本学術会議公表文書より）

http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-22-t188-1.pdf（本文）

http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-22-t188-1-1-3.pdf（資料ページ）
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付録（２）文部科学省ロードマップ 2014 ヒアリング説明資料
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付録（３）総合科学技術会議説明資料（2014 年 4 月 17 日）
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付録（４）マスタープラン 2011 課題説明（日本学術会議公表文書より）

http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-21-h135-1.pdf（本文）

http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-21-h135-1-3.pdf（資料ページ）
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付録（５）マスタープラン 2011 からマスタープラン 2014 への改善点

本課題は、日本学術会議の地球惑星科学委員会が審査したマスタープラン 2011 にお

いて推薦され、ロードマップ 2012 に選定された。その後、「マスタープラン 2014」の

申請に向けてそれぞれの研究分野で議論が展開された結果、下記の改善が加えられたう

えで、マスタープラン 2014 に提案された。

1. 研究の主題を明確にした。 太陽光と太陽風（プラズマ粒子流）で構成される太陽

エネルギーが地球へ流入する過程、ならびに地球大気における太陽エネルギーの変

換・再配分過程、およびそれらに伴う物質フローを、大型大気レーダーによる拠点

観測を中心に、広域地上観測ネットワークも用いて解明することを研究目的とする。

2. 長期的ビジョンで本課題の意義を示した。 太陽地球系科学は、太陽エネルギーを

起源とする地球環境の生成・維持および変動機構を解明することが目的であり、本

課題で設置される大型大気レーダー観測により格段に謎の解明が進む。将来的に、

太陽から地球までの結合系の全貌を統一的に取り扱う end-to-end モデルを構築

する研究に発展すると期待される。これが進めば、人類の生存環境の未来を定量的

に予測しうる。

3. 参加機関の連携を強化した。 大学共同利用機関（国立極地研）、共同利用・共同

研究拠点（京大生存研、名大太陽地球環境[STE]研）における共同利用機能を相互

に活用することで、本課題で設置される大型装置が国内外の関連コミュニティによ

り有効利用できる体制を整えた。また、既に実施中である大学間連携プロジェクト

「超高層大気長期変動の全球地上観測・研究（略称 IUGONET）」を発展させ、デー

タ利用を促進する。

4. 地上観測を中心に実施内容を絞った。 太陽光が最強の赤道域、および太陽風が集

中する極域に拠点を選び、京大生存研がインドネシアに赤道 MU レーダーを、極地

研と名大STE研とが連携して北極域スカンジナビアにEISCAT_3Dレーダーを新設す

ることとした。なお、南極・昭和基地に設置される PANSY レーダーが既に予算化さ

れ、フル稼働に向けた調整が進んでいる。

5. 衛星観測との連携を再検討した。 地上広域観測ネットワークを本課題で実施する

のに加え、内部磁気圏を観測する ERG 衛星（2015 年打上予定）、および地球観測

衛星等のデータにより拠点観測を補完することで、グローバル結合過程を明らかに

する。なお、2011 年時点では本課題に太陽観測の SOLAR-C 衛星を含めていたが、

その後の議論で、「次期太陽観測衛星 SOLAR-C 計画（課題番号 93）」が別途、物

理学分野から提案された（課題 93はマスタープラン 2014 に選ばれている）。名大

STE 研が SOLAR-C のデータセンターを担当する予定で、本課題とはデータ共有を通

じて強い連携を維持する。
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なお、SOLAR-C 衛星計画では、軌道が黄道面上にある衛星（プラン B）と、黄道

面に対して傾斜軌道を持つ衛星（プラン A）が検討された。しかし、革新的提案で

あるプラン A には技術的に検討すべき事項が残っていることから、マスタープラン

2014 ではプラン B が提案されている。現時点では、最も早い場合に 2021 年に

SOLAR-C（プラン B）が打ち上げられると期待されており、我々の計画の実施期間

(2015-2024 年)と重複する可能性がある。

ところで、マスタープラン 2011 では、当初別々に提案された、大型大気レーダ

ーを主とする課題と SOLAR-C 衛星計画が統合された。マスタープラン 2014 では、

分野別に研究コミュニティで研究計画が議論されたが、その過程で、SOLAR-C 計画

担当者から、「SOLAR-C は太陽地球系科学において重要な役割を果たすが、太陽物

理の分野では SOLAR-C を物理学委員会の中で位置づけるので、地球惑星科学委員会

への提案の主要素としては外し、強い連携を持つという位置づけ」にしたいという

要請があり、合議の結果、現在の課題形態となった。それを受け、我々の計画のサ

ブ課題(3)グローバル結合過程においては、「広域地上観測網からのデータを、我

が国が打上げる太陽観測衛星 SOLAR-C や放射線帯観測衛星 ERG 等と組み合わせ

（申請書より転載）」、既に推進中である大学間連携プロジェクト「超高層大気長

期変動の全球地上観測・研究（IUGONET）」を活用したデータ共有により強い連携

を維持することとした。なお、SOLAR-C 計画の中心的推進者であるである柴田一成

教授（京大理附属天文台）は IUGONET に参画しており、さらに、柴田教授は本計画

の推薦者になって頂いている。
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付録（６）サポートレター

ICSU 傘下の太陽地球系物理学・科学委員会（SCOSTEP)からのサポートレター
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（抄訳）

2013 年 11 月 27 日

津田教授

津田教授他によるプロジェクト「太陽地球系結合過程の研究基盤形成」の日本学術会

議への提案を支持いたします。この計画は太陽地球系のエネルギーと物質の流れを解明

することを目的とし、赤道 MU レーダー、EISCAT_3D レーダーと広域観測網は、太陽地

球系の結合過程を研究するための包括的な観測システムを構成しています。

このプロジェクトは、SCOSTEP が現在までに実施してきた数多くの国際研究プログラ

ムの成果に立脚しています。さらに提案者らは、CAWSES-I,-II あるいは VarSITI に対

して大きな貢献をして来られました。

このプロジェクトは、SCOSTEP に関連する研究活動、特に次期のプログラムである

VarSITI に大いに役立ちます。SCOSTEP を代表して、この重要なプロジェクトに対して

必要な財政的サポートがなされることを強く要望いたします。

SCOSTEP 委員長

Dr. N.ゴパルスワミー（NASA, GSFC）
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インドネシア航空宇宙庁からのサポートレター
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（抄訳）

2013 年 3月 26 日

関係各位、

インドネシア航空宇宙庁は津田教授が主導する研究計画「太陽地球系結合過程の研究基

盤形成」を強く支援します。本計画は、太陽地球システムのエネルギーと物質の流れを

解明するために重要です。京大生存圏研究所とは長年にわたって協力関係を培っており、

赤道大気レーダーを 10年以上にわたって共同運営してきました。我々は新しい赤道 MU

レーダーを歓迎しており、日本政府の予算化があれば、設置と運営について助力を惜し

みません。

LAPAN 長官

バンバン・テジャスクマナ
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EISCAT 科学協会からのサポートレター
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（抄訳）

EISCAT 科学協会

2013 年 3月 27 日

親愛なる宮岡宏先生：

EISCAT 科学協会は、日本が EISCAT_3D 計画に関心を持っていると聞き、大変うれしく

思います。日本はこれまでに EISCAT レーダーシステムおよび EISCAT データ解析による

長い歴史があるため、日本の研究者は、新大型レーダー（EISCAT_3D）によりもたらさ

れる多大な利益を正しく理解していると思います。 EISCAT 科学協会による超高層大気

と電離圏研究の新展開への、日本の参加を心より歓迎します。この新型レーダーの先駆

的な世界有数の性能により、EISCAT 科学協会のオーロラ帯研究の輝かしい未来は強化

されるでしょう。新型レーダーの建設費および運営費に対して、日本の貢献が実現すれ

ば、この科学的展望が現実のものになるでしょう。

クレッグ ヘイレスマン博士

EISCAT 科学協会 所長
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国際連合宇宙局からのサポートレター
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（抄訳）

国際連合宇宙局

九州大学総長 有川節夫殿

2011 年 12 月 18 日

閣下

国際宇宙天気イニシアティブ：

国際宇宙天気科学・教育センターについて

国際連合宇宙局を代表して、このレターに添付していますアブジャ議決書により推挙

されている国際宇宙天気科学・教育センター(ICSWSE)の設置について強いサポートを表

明致します。

この国際センターは九州大学が最大限のサポートをするに相応しいセンターであり

ます。宇宙天気は今や非常に重要な新規の学問分野として世界中に認識されています。

この意味に於いて、宇宙天気研究は数年の後に国際的なレベル、地域的なレベルにおい

ても、必要不可欠な科学として、その教育とともに再構成が行われるでしょう。これは

UN/Nigeria Workshop on ISWI に於いて、満場一致で採択されたアブジャ ISWI 議決書

の結論です。

国連及び、関連した国際機構は、宇宙天気に関する国際的な科学・教育活動を主導す

る拠点の設置を支持します。上述した国際センターは、この目標に向かって先導的な役

割を果たす必要があります。

この国際センターとしての先導的役割を果たすことの出来る研究所を精査する努力

がなされてきました。この国際センターにどのような能力とどのようなリソースが求め

られるべきかについてはアブジャ ISWI 議決書に詳述してあります。

私は、九州大学の宙空環境研究センター（SERC）が 2002 年の設置以来追求してきた

研究と教育について良く知っています。SERC の地域的、国家的、そして国際的に傑出

した成果は、SERC 自身が国際宇宙天気科学・教育センターの第一候補であることを示

しています。

結論として、国連宇宙局を代表として、

（１）九州大学が 2012 年に公式に SERC に ICSWSE を設立することに同意すること

（２）九州大学が国際センターのために、政府当局に必要な予算措置を取り付けるため

の提案を行うこと

について、九州大学からのサポートをご考慮いただければ幸いです。

Hans. J. Haubold

国連宇宙利用部
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付録（７）国内外の共同利用参画大学研究機関リスト

本計画に関連する大学・研究機関リスト
No. 大学・研究機関名 国名

1 Boston University C enterforSpace Physics (C SP) ボストン大学宇宙物理学センター アメリカ

2
G eophysicalInstitute,University ofAlaska Fairbanks アラスカ大学フェアバンクス校地球

物理研究所
アメリカ

3 Johns Hopkins University ジョンズ・ホプキンス大学 アメリカ

4 M innesota State University ミネソタ州立大学 アメリカ

5 NationalScience Foundation (NSF) アメリカ国立科学財団 アメリカ

6 SRIInternational SRIインターナショナル アメリカ

7
The M assachusetts Institute ofTechnology (M IT)Haystack O bservatory マサチューセッツ

工科大学ヘイスタック天文台
アメリカ

8 U.S.G eologicalSurvey アメリカ地質調査所 アメリカ

9 University ofC olorado コロラド大学 アメリカ

10 University ofO klahom a（O U）オクラホマ大学 アメリカ

11 Pacific Tsunam iW arning C enter 太平洋津波警報センター アメリカ

12 Aberystwyth University アベリストウィス大学 イギリス

13 Atm ospheric Physics Laboratory (APL),University C ollege London ロンドン大学 イギリス

14
Departm ent ofPhysics and Astronom y,University ofLeicester レスター大学物理天文学

科
イギリス

15 Latterfrosken Software Developm ent Lim ited,W alsall イギリス

16 NaturalEnvironm ent and Research C ouncil(NERC ) 自然環境調査協議会 イギリス

17
Space Plasm a Environm entand Radio Science (SPEARS),LancasterUniversity ランカスタ

ー大学
イギリス

18 Rutherford Appleton Laboratory（RAL）ラザフォード・アップリトン研究所 イギリス

19 University ofBath バース大学 イギリス

20 University ofC entralLancashire (UC Lan) セントラル・ランカシャー大学 イギリス

21 University ofSoutham pton サウサンプトン大学 イギリス

22 Istituto Nazionale diG eofisica e Vulcanologia O bservatorio de L’Aquila イタリア

23 Departm entofAerospace Engineering,Indian Institute ofScience (IISc) インド科学院大学 インド

24 Indian Institute ofG eom agnetism インド地磁気研究所 インド

25 NationalAtm ospheric Research Laboratory (NARL) 国立大気科学研究所 インド

26 University ofDelhi デリー大学 インド

27 Andalas University アンダラス大学 インドネシア

28
Indonesian Agency forM eteorology,C lim atology and G eophysics (BM KG ) インドネシア気

象・気候・地球物理庁
インドネシア

29 G eophysics Station,Kotabum i インドネシア

30 Institut TeknologiBandung (ITB) バンドン工科大学 インドネシア

31 Coordination Agency NationalSurvey and M apping (Bakosurtanal) 測量地図庁 インドネシア
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32 NationalInstitute ofAeronautics and Space (LAPAN) インドネシア国立航空宇宙庁 インドネシア

33 Stasiun Klim atologiPulaiBaaiBengkulu インドネシア

34
Agency forAssessm entand Application ofTechnology (BPPT) インドネシア技術評価応用

庁
インドネシア

35 O bservatorio Astronom ico de Q uito エクアドル

36 Helwan University ヘルワン大学 エジプト

37 Addis Ababa University アディスアベバ大学 エチオピア

38 W ashera G eospace and RadarScience Laboratory (W aG RL),BahirDarUniversity エチオピア

39 Australian AgriculturalC ollege Dalby C am pus オーストラリア農業カレッジ オーストラリア

40 Australian Antarctic Division オーストラリア南極局 オーストラリア

41 CentralQ ueensland University セントラルクイーンズランド大学 オーストラリア

42 Cooktown State School オーストラリア

43 CSIRO Sustainable Ecosystem s,TropicalEcosystem s Research C entre オーストラリア

44
G eoscience Australia,Space G eodesy and G eom agnetism M inerals and G eohazards オー

ストラリア地球科学局
オーストラリア

45 IPS Radio and Space Services IPS 電波宇宙予報サービスセンター オーストラリア

46 Australian NationalUniversity オーストラリア国立大学 オーストラリア

47 The University ofAdelaide アデレード大学 オーストラリア

48
Institute ofC om m unication Networks and Satellite C om m unications (IKS),G raz University

ofTechnology グラーツ工科大学
オーストリア

49 Athabasca University アタバスカ大学 カナダ

50 Com m unications Research C entre (C RC ) カナダ通信研究センター カナダ

51
Institute ofSpace and Atm ospheric Studies (ISAS),University ofSaskatchewan サスカチ

ュワン大学
カナダ

52 University ofAlberta アルバータ大学 カナダ

53 University ofC algary (UofC ) カルガリー大学 カナダ

54 University ofNairobi ナイロビ大学 ケニア

55 University ofC ocody ココディ大学 コートジボワール

56 University ofPristina プリシュティナ大学 コソボ

57 University ofZam bia ザンビア大学 ザンビア

58
Chalm ers University ofTechnology (C TH),O nsala Space O bservatory チャルマース工科大

学
スウェーデン

59
Swedish Institute ofSpace Physics (IRF),SolarTerrestrialPhysics Research Program m e,

Kiruna and Uppsala
スウェーデン

60
Swedish Institute ofSpace Physics (IRF),Space Plasm a Physics Research Program m e,

Uppsala
スウェーデン

61 Swedish Institute ofSpace Physics (IRF),PolarAtm ospheric Research Program m e,Kiruna スウェーデン

62 Luleå University ofTechnology (LTU),Division ofFluid and Experim entalM echanics,Luleå スウェーデン

63 Luleå University ofTechnology (LTU),Division ofSpace Technology,Kiruna スウェーデン

64 O nsala Space O bservatory,C halm ers University ofTechnology チャルマース工科大学 スウェーデン

65
RoyalInstitute ofTechnology (KTH),SchoolofElectricalEngineering,Space and Plasm a

Physics スウェーデン王立工科大学
スウェーデン
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66 Stockholm University,Departm ent ofM eteorology (M ISU),Stockholm ストックホルム大学 スウェーデン

67 Swedish Defence Research Agency (FO I),Stockholm スウェーデン防衛研究所 スウェーデン

68 The Space and Plasm a Physics Division,RoyalInstitute ofTechnology (KTH),Stockholm スウェーデン

69 Um eå University (Um U),Departm entofPhysics,Um eå ウメオ大学 スウェーデン

70 Sudan University ofScience and Technology スーダン科学技術大学 スーダン

71 Centre forAtm ospheric Research,University ofNova G orica ノヴァゴリツァ大学 スロベニア

72 Chiang M aiUniversity チェンマイ大学 タイ

73 University ofDarEs Salaam ダルエスサマール大学 タンザニア

74 Institute ofAtm ospheric Physics,Academ y ofSciences ofthe C zech Republic (ASC R) チェコ

75
Leibniz Institute ofAtm ospheric Physics (IAP),University ofRostock,Kühlungsborn ライ

プニッツ大気物理研究所
ドイツ

76 Institute ofM eteorology,University ofLeipzig ライプチッヒ大学 ドイツ

77 Leibniz Institute forTropospheric Research ドイツ

78
NationalSpace Research and Developm ent Agency FederalM inistry ofScience anｄ

Technology 国家宇宙研究開発機関
ナイジェリア

79 Redeem erUniversity ナイジェリア

80 University ofIlorin イロリン大学 ナイジェリア

81 University ofO tago オタゴ大学 ニュージーランド

82 Andøya Rocket Range (ARR):アンドーヤロケット発射場 ノルウェー

83 Departm ent ofPhysics,University ofO slo オスロ大学 ノルウェー

84 Norwegian M apping Authority (NM A) ノルウェー

85 Norwegian University ofScience and Technology (NTNU): ノルウェー科学技術大学 ノルウェー

86 Research C ouncilofNorway (RC N) ノルウェー総合研究審議会 ノルウェー

87 The University C entre in Svalbard (UNIS):The Arctic G eophysics Departm ent ノルウェー

88
University ofBergen (UiB):The Birkeland C entre forSpace Science at the Departm ent of

Physics and Technology ベルゲン大学
ノルウェー

89 University ofTrom sø (UiT):The Departm ent ofPhysics and Technology トロムソ大学 ノルウェー

90 Cagayan State University カガヤン州立大学 フィリピン

91 Divine W ord C ollege ofLegazpi ディバイン・ワード・レガピ大学 フィリピン

92 M anila O bservatory,Ateneo de M anila University アンテオ・デ・マニラ大学 フィリピン

93 NationalM apping and Resource Inform ation Authority 国立地図・資源情報局 フィリピン

94 San C arlos University サン・カルロス大学 フィリピン

95 University M alaysia Sabah マレーシア・サバ大学 フィリピン

96 XavierUniversity ザビエル大学 フィリピン

97 Aalto University Aalto-yliopisto アールト大学 フィンランド

98 CSC -IT C enterforScience フィンランド

99
Departm entforEducation and Science Policy,Finnish M inistry ofEducation フィンランド教

育省
フィンランド
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100 Finnish M eteorologicalInstitute フィンランド気象研究所 フィンランド

101 Finnish G eodetic Institute フィンランド測地研究所 フィンランド

102 Lappeenranta University ofTechnology（LUT）ラッペーンランタ大学 フィンランド

103 Tam pere University ofTechnology タンペレ工科大学 フィンランド

104 University ofHelsinki Helsingin yliopisto ヘルシンキ大学 フィンランド

105 University ofO ulu オウル大学 フィンランド

106 Instituto Nacionalde Pesquisas Espaciais （INPE）ブラジル国立宇宙研究所 ブラジル

107 Universidade Federalde Santa M aria ブラジル

108 C entre nationalde la recherche scientifique （CNRS）フランス国立科学研究センター フランス

109 Institut Nationaldes Sciences de l'Univers (INSU),C NRS フランス

110 Laboratoire Atm osphères,M ilieux,O bservations spatiales （LATM O S） フランス

111 The Institut de m ecanique celeste et de calculdes ephem erides （IM C C E） フランス

112 University ofToulon トゥーロン大学 フランス

113 Vietnam Academ y ofScience and Technology ベトナム科学技術院 ベトナム

114 IC A University ペルー

115 Instituto G eofisico ｄelPeru ペルー国立地球物理研究所 ペルー

116 Jicam arca Radio O bservatory (JRO ) ペルー

117 Belgian Institute forSpace Aeronom y (BISA) ベルギー宇宙航空学協会 ベルギー

118
C hacaltaya C osm ic Ray O bservatory,Faculty ofSciences,Universidad M ayorde San

Andres,La Paz ラパス・サンアンドレスガい学理学部附属チャカルタヤ宇宙線研究所
ボリビア

119 NationalSpace Agency ofM alaysia マレーシア国立宇宙局 マレーシア

120 W eatherService O ffice YAP ミクロネシア連邦

121 Eduardo M ondlane University エドゥアルド・モンドラーネ大学 モザンビーク

122
The Research CenterofAstronom y and G eophysics ofM ongolian Academ y ofSciences モ

ンゴル科学アカデミー天文学・地球物理学研究センター
モンゴル

123 Physics Departm ent,University “Dunarea de Jos”ofG alati ルーマニア

124 Arctic and Antarctic Research Institute (AARI) 北極南極科学研究所 ロシア

125 Institute ofC osm ophysicalResearch and Aeronom ics (IKFIA) ロシア

126
Institute ofC osm ophysicalResearches and Radio W ave Propagation (IKIR) ロシア科学ア

カデミー宇宙物理学・電波伝搬研究所
ロシア

127
Institute ofSolar-TerrestrialPhysics (ISTP),Siberian Branch ofthe Russian Academ y of

Sciences ロシア科学アカデミーシベリア支部・太陽地球系物理学研究所
ロシア

128
Pushkov Institute ofTerrestrialM agnetism ,Ionosphere and Radio W ave Propagation

(IZM IRAN),M oscow
ロシア

129 The PolarG eophysicalInstitute (PG I),M urm ansk 北極地球物理研究所 ロシア

130 Korea Astronom y and Space Science Institute,KASI 韓国天文宇宙科学研究院 韓国

131 NationalC entralUniversity 国立中央大学 台湾

132 NationalC heng Kung University 国立成功大学 台湾

133 NationalSpace O rganization (NSPO ) 国家宇宙センター 台湾



61

134
Institute ofG eology and G eophysics,C hinese Academ y ofScience 中国科学院地質・地球

物理研究所
中国

135 PolarResearch Institute ofC hina 中国極地研究所 中国

136 武漢大学 中国

137 C hina Research Institute ofRadiowave Propagation (C RIRP) 中国

138 South African NationalSpace Agency 南アフリカ国立宇宙機関 南アフリカ

139 University ofKwzulu-Natal クワズールー大学ネイトル 南アフリカ

140 (独)海洋研究開発機構 日本

141 (独)国立環境研究所 日本

142 (独)情報通信研究機構 日本

143 (独)電子航法研究所 日本

144 JAXA 宇宙科学研究所 日本

145 愛知工業大学 日本

146 茨城大学 日本

147 大阪大学 日本

148 大阪電気通信大学 日本

149 金沢大学 日本

150 気象庁気象研究所 日本

151 九州大学 日本

152 京都大学 日本

153 高知大学 日本

154 神戸大学 日本

155 国立極地研究所 日本

156 国立天文台 日本

157 駒澤大学 日本

158 島根大学 日本

159 首都大学東京 日本

160 信州大学 日本

161 成蹊大学 日本

162 星槎大学 日本

163 摂南大学 日本

164 総合研究大学院大学 日本

165 総合地球環境学研究所 日本

166 拓殖大学 日本

167 千葉大学 日本

168 帝京科学大学 日本
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169 電気通信大学 日本

170 東京工業大学 日本

171 東京大学 日本

172 東京理科大学 日本

173 東北大学 日本

174 富山大学 日本

175 名古屋大学 日本

176 奈良女子大学 日本

177 日本大学 日本

178 弘前大学 日本

179 福井工業大学 日本

180 福岡大学 日本

181 福島大学 日本

182 北海道大学 日本

183 山形大学 日本

184 理化学研究所 日本

185 立教大学 日本
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付録（８） キャパシティビルディングの取組み実績リスト

参画機関によって主催された国際スクール等（予定を含む）
スクール・シンポジウム名 日程・開催地

1 KAG I21 Kick-offSym posium 2003 年 12 月・京都

2 1st KAG I21 sum m erschoolat Bangung
2004 年 7 月・インドネシア（バンド
ン）

3 EAR visit/lecture by ITB staffand students
2004年 9-10月・インドネシア（EAR
観測所）

4 2nd KAG I21 sum m erschoolat Bandung
2005 年 8 月・インドネシア（バンド
ン）

5 3rd KAG I21 sum m erschoolat Bandung
2006 年 7 月・インドネシア（バンド
ン）

6 4th KAG I21 sum m erschoolat Bandung
2007年7-8月・インドネシア（バンド
ン）

7
Asia-Africa Science Platform Special sem inar at
LAPAN

2008 年 8 月・インドネシア（バンド
ン）

8
Asia-Africa Science Platform Special sem inar at
LAPAN

2008 年 10 月・インドネシア（バンド
ン）

9
Asia-Africa Science Platform Special sem inar at
LAPAN

2008 年 11 月・インドネシア（バンド
ン）

10
Asia-Africa Science Platform InternationalSym posium
at LAPAN

2009 年 3 月・インドネシア（バンド
ン）

11
Asia-Africa Science Platform Special sem inar at
LAPAN

2009 年 7 月・インドネシア（バンド
ン）

12 5st KAG I21 sum m erschoolin Japan
2009年8-9月・インドネシア（バンド
ン）

13 Sem inaratKU-O U Sym posium + M U radar visit
2009年 11月・京都、信楽M U 観測
所

14
Asia-Africa Science Platform Specialsem inarat G adja
M ada University

2010年6月・インドネシア（ガジャマ
ダ大学）

15 ISW I/M AG DAS Egypt School 2010 年 9月・エジプト
16 Asia-Africa science Platform Specialsem inar atNARL 2011 年 3月・インド（ティルパティ）
17 6th KAG I21 sum m erschoolin Japan 2011 年 8-9 月・滋賀（東近江市）
18 ISW I/M AG DAS Nigeria School 2011 年 10 月・ナイジェリア
19 ISW I/ SC O STEP/ M AG DAS Indonesia School 2012 年 9月・インドネシア
20 ISW I/M AG DAS Africa School 2013 年 9月・コートジボワール
22 ISW I/SC O STEP Schoolon Space Sciences 2013 年 10 月・ケニヤ

23
African Schoolon the Im pactofthe Sun on Ionosphere:
Physics and Applications

2014 年 7月・ルワンダ

24 ISW I/SC O STEP Schoolon Space Sciences 2014 年９月・ペルー
25 UN/ Japan W orkshop on Space W eather2015 201５年３月・福岡

参画機関による国内スクーリング
参加国 主催 日程・場所

1 オーストラリア、ベトナム、マレーシア、フィリピン ICSW SE 2012 年 11 月・福岡

2 マレーシア、インドネシア、フィリピン ICSW SE 2013 年 1 月・福岡

3 ペル−、インドネシア IC SW SE 2013 年 8 月・福岡 

4
コートジボワール、ナイジェリア、
エジプト、モザンビーク

ICSW SE 2014 年 1 月・福岡
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参画機関による留学生学位取得者数

年度 修士 博士

～1999 2 1

2000～2009 2 3

2010～ 6 6


